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 原産協会では、ホームページに情報を掲載し、約６，０００の登
録者及び約１，０００の会員登録者にメール等で案内している。
（主な情報）
① Ｗｅｂ原子力産業新聞として国内外ニュース等 （毎日）
② 理事長メッセージによる意見、提言発信 （毎月１件程度）
③ ＩＡＥＡ、ＩＥＡ等の国際機関のレポート等 （適宜）

 情報体系の整備に向けての手始めに、また読者の理解促進の
一助として、現在発信している情報の中に、関係団体等の資料
へのリンクを貼り、読者がそれを参照することで理解を深めら
れるような工夫を開始したところである。

１．原産協会における主要な情報発信の現状
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◆ＨＰ更新情報のお知らせ
【理事長メッセージ】「韓国および台湾の脱原子力政策～日本の産業界が取り組むべきこと」
http://www.jaif.or.jp/president_column79_171017/

◇海外ニュース

〇ＷＡＮＯ、原子力産業界の若手有志による国際ＮＧＯとの協力強化
http://www.jaif.or.jp/171017-a/

◇国内ニュース

〇第３４回日韓原子力専門家会合開催 廃炉時代へ知見を共有
http://www.jaif.or.jp/171017-1/

＊各記事のリンクでお読みになれない方は、原子力産業新聞ウェブサイト
（http://www.jaif.or.jp/news/newspaper/）をご覧下さい。

【発行】一般社団法人日本原子力産業協会 ( http://www.jaif.or.jp/ )
【編集】政策・コミュニケーション部（TEL: 03-6256-9312、FAX:03-6256-9310、e-mail:shinbun@jaif.or.jp）

（参考） 登録者への案内メールの例

http://www.jaif.or.jp/president_column79_171017/
http://www.jaif.or.jp/171017-a/
http://www.jaif.or.jp/171017-1/
http://www.jaif.or.jp/news/newspaper/
http://www.jaif.or.jp/
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２．１ Ｗｅｂ原子力産業新聞のリンク設定

島津製作所のプレスリ
リースへのリンク設定

外務省のプレスリリー
スへのリンク設定
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２．２ 理事長メッセージのリンク設定

資源・エネルギー庁
ホームページへの

リンク設定
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２．３ 国際機関のレポート等の紹介

PDFファイル
で国際機関の
レポート等を

紹介

根拠情報リン
ク先候補
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３．今後目指す取組み

 今後も原産協会の強みである海外ニュースや国際機関
のレポート等を積極的に発信していく。

 情報体系の構築については、原産協会の情報発信と電
気事業連合会中心の一般向け情報とのリンクや、関係
機関が所有するデータ類（電気事業連合会のＩＮＦＯＢＡ
ＳＥ、原子力文化財団のエネ百科等）、あるいはより詳細
な情報（日本電機工業会の統計、日本エネルギー経済
研究所の分析等）へのリンクにより、読者の理解促進に
資する情報発信に努めていく。

 具体的には今後電気事業連合会等関係団体と連携し、
体系構築を図っていく。
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